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【 目 的 】  

平成１４年度から改訂になった新学習指導要領によって、カリキュラムが大幅削減(３割減)となった。いわゆる『ゆとり教育』

によって“学力低下を招く”といわれている。保護者は子供たちの「学力」を不安に感じ、塾通いや家庭教師など学校教育以

外に補助学習をさせるようになると考えられる。本論文の目的は「ゆとり教育」「学力低下」問題による保護者の不安がもたら

す学校以外にかかる教育費支出の消費支出全体に占める割合について、時系列的に分析することである。 

 
【 方 法 】  

 「ゆとり教育」施行前後年の学校外補助学習費と家計最終消費支出の推移について分析し。さらに施行前後

の各家庭の学校外補助学習費の金額の状況について比較・分析する。 
また、平成１４年度から改訂された新学習指導要領に基づいて「ゆとり教育」の目的と、メディアを舞台とした「学力低下」問題

について分析する。 
 
【結果】 

 「学力」には、”見える学力”と”見えない学力”、”測定できる学力”と”測定できない学力”さらには“学習の結果”や”学習

の能力”と捉えることが出来る。これだけ「学力」について多様な見方ができるということは、一義的に学力を定義づけることは

不可能である。しかし、今回の「学力低下」問題としてメディアやジャーナリストが取り上げる「学力」は、学業成績として表され

る能力、つまり｢学力｣という事柄の一面のみについての論議されたものである。「ゆとり教育」が施行された平成１４年度以降、

国民の消費支出は減少傾向にあるが、学習塾費などの多くの学校外補助学習費は増加傾向にあること。このことは、全体の

消費支出が増加傾向になると、教育に費やす費用が更に増加すると考えられる。 
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